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東邦亜鉛の価値観 めざす姿

　当社は以下をモットーに適正かつ最大の収益を目指して揺るぎない企業活動を遂行することにより、当
社に関係するすべての人々の利益の増進と企業の発展・向上を図り、誠意をもって社会に貢献いたします。

顧客 “顧客 ”を満足させる良質の製品・サービスを提供する。1
株主 “株主 ”の期待に応える業績をあげ、企業価値の増大を図る。2
従業員 “従業員 ”の生活を向上させ、働き甲斐のある会社にする。3
地域 “地域 ”の一員として認められ、存在価値のある会社を目指す。4

経営理念

　1937年、私たち東邦亜鉛は社会に必要不可欠な素材の安定供給を目指して亜鉛の製錬業を始めまし
た。創業以来、常に亜鉛・鉛製錬業のパイオニアとして原料や素材の持つ可能性に挑戦し、限りある資源を
最大限に活用するために亜鉛や鉛の回収・再利用に取り組んできました。87年の歴史において培ってきた
「マテリアルリサイクルマインド」は当社独自の電解鉄などの製品を生み出し、電子部材など材料の分野で
多岐にわたる製品を開発するなど、創業時からの精神である「物を作り出して社会に奉仕する」を実現し続
けています。
　私たち東邦亜鉛は、事業活動を通じて持続可能な社会に貢献する企業グループとして発展していくことを
目指し、これからの新しい時代に向け大きく飛躍していきます。

社会インフラを支えるリサイクリングのリーディングカンパニーへの進化
　2023年度において、多大な損失を計上したことを受けて、2024年 12月に新たな事業再生計画を取
りまとめました。事業再生計画は、不採算事業となっていた亜鉛製錬事業の再編及び資源事業からの撤
退を実行し、経営資源を基盤・成長事業へ適正に配分するものです。
　この事業再生計画の根幹にあるのは、私たちのめざすビジョンである「社会インフラを支えるリサイクリ
ングのリーディングカンパニーへの進化」の実現です。私たちはこの再生プロセスを通じ、変化を恐れず
挑戦する企業文化への変革を推し進めてまいります。
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［編集方針］
　今回の統合報告書は、事業再生計画の内容と将来の方向性を中心とし、その他は 2023年 11月発行版の簡易更新としま
した。今後は事業再生計画の進捗状況を、統合報告書をはじめ、株主通信や説明会など多様なコミュニケーション手段を
通じて、透明性をもってご報告いたします。経営陣は「宣言したことを必ず実現する」という姿勢を堅持し、株主の皆様
に対して説明責任を果たすとともに、確実に成果を積み重ねてまいります。
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成長の軌跡と再生への道
▎成長のフェーズ

1937～ 1960
亜鉛・鉛の製錬を基幹事業として確立

◦戦時下における需要拡大 (37～ 45）　　　　　◦高度経済成長における需要急増 (63～ 73）　　　　 ◦オイルショックによる
　需要の停滞
　その後の長期需要安定
　(74～ 91）

　　　　　　　◦中国の需要拡大と資源爆食 (06～）
◦バブル崩壊による長期需要低落 (92～）

1960～ 1980
電解鉄の精錬開始
国内初となる電炉ダストからの
酸化亜鉛回収（リサイクル）の
事業化を実現

1980～ 1990
基幹事業で培った技術を基に
新規事業に着手
金属加工、機能材料事業を
スタート

1990～ 2020
資源事業の強化
リサイクル対象金属の多様化
電解鉄増産に注力

基幹事業の確立

◦日中戦争 (37～ 45）◦太平洋戦争 (41～ 45）◦ベトナム戦争 (55～ 75）
　◦重要鉱物増産法 (38）　　　　　　　　◦東京オリンピック (64）
　　　　　　　　　　　　　◦朝鮮戦争 (50～ 53）◦高度経済成長期 (55～ 73）

◦第一次オイルショック (73～ 74）
◦為替が変動相場制へ移行 (73）
　◦第二次オイルショック (79～ 82）
　　◦プラザ合意 (85）

◦リーマンショック (08）
　　◦東日本大震災 (11）
　　　　◦ COP21パリ協定 (15）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

◦政府による 2050年 CN宣言 (20）
　　　◦新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の世界的流行（21）
　　　　　　◦ロシアのウクライナ侵攻 (22～ )

外
部
環
境

金
属
需
要
の

動
き

資源事業
製錬事業

技
術

収益の安定化と稼ぐ力の成長　　　　　　　　製錬事業に加え非製錬事業の展開

1960 1970 1990 2020 2025 20301937

機能材料事業（電解鉄）
機器部品事業
電子部材事業

環境・リサイクル事業
ソフトカーム事業

設立当初の安中製錬所
鉄回収工程の初出銑の様子 各種電子部品

SHPフレーク 電解鉄箔

電解鉄製品

展示会での電解鉄紹介ブース

豪州Abra鉱山電炉ダストリサイクル工程

※2024年度実績

(注)グラフは売上高(2023年度までは中期経営3ヵ年計画毎の平均値。2024年度以降も3ヵ年の見込み平均値を記載)

※2025年度以降の売上高減少は
資源事業撤退、亜鉛事業再編によ
るものです。

2020～
川下事業の強化
川上事業の基盤強化

2025～
選択と集中による収益
性の高い事業への注力
(事業再生計画期間 )

鉛

No.1
国内シェア

銀

  TOP
国内シェア

ク
ラ
ス

電解鉄
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世界シェア
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価値創造プロセス

基盤事業

成長事業

成長戦略

外部環境 価値創造の源泉
（投下資本）

財務資本

製造資本

社会関係資本

人的資本

知的資本

自然資本

エネルギー・資源
コスト高

環境規制強化
（脱炭素等）

生産労働人口の
減少

DX・AI化の
進展

地政学リスク

市況変動幅の
拡大

気候変動対応
→ P16

サーキュラー
エコノミー
→ P17

人権尊重
地域との関連性
→ P18

人材育成
→ P19

コーポレート・
ガバナンス
→ P20

健全な
財務基盤の確立

マテリアリティ 提供価値

企業価値

事業活動
→ P9

社会インフラを支えるリサイクリングのリーディングカンパニーへの進化

基盤事業の収益力強化と
新たな成長戦略の実行

（経済価値）
● 産業に不可欠なベースメタルを
安定供給

（環境価値）
● 自社技術を活かしたサーキュ
ラーエコノミーの実現

（社会価値）
● 経済活動を通じた地域社会へ
の貢献

（人的資本価値）
● 基盤産業の担い手として、環境
問題解決への貢献を通じた達
成感と誇り

［連結売上高］ 1,262億円
［連結営業利益］ 56億円
［ＲＯＥ］ -22.8％

(2024年度実績 )

リサイクル
ニーズ

インフラ
ニーズ

新機能・
新素材
ニーズ

社会の３つの
ニーズに応える

価値創造を支える基盤
・コーポレート・ガバナンス
・コンプライアンス
・リスクマネジメント
・環境保全

＋

＋

＋

創出した企業価値を
ステークホルダーへ分配し

好循環を実現

環境・リサイクル
セグメント

金属リサイクル
セグメント

製錬セグメント

電子部材・機能材料
セグメント

電子部材・機能材料

製品ラインナップ
拡大による増販

リサイクル原料の
集荷拡大と
生産量アップ

貴金属・
レアメタルの
回収強化

酸化亜鉛（銀嶺 R）

鉛・銀製品
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統合報告書発行に際し
　この度、一年のブランクを経て統合報告書を再びお届けす
るに至った背景には、私たちが直面した過去の経営判断の誤
りと、それに伴う巨額損失という厳しい現実があります。こ
の事実を深く反省し、株主・投資家、お取引先、地域社会、
そして従業員といったすべてのステークホルダーの皆様に、
私たちの現在地と未来への再出発を、一切包み隠さずお伝
えする必要があると考えました。事業再生計画「アールプロ
ジェクト」の始動にあたり、単なる数字の報告ではなく、私
たちの覚悟、挑戦の具体像、そして社員一人ひとりの想いを
乗せたこの報告書を通じて、皆様との信頼関係を再構築する
ための第一歩としたい。その一心で発行を決めました。

　この報告書は、私たちの未来を共に創ってくださるすべてのス
テークホルダーに向けた重要なコミュニケーションツールです。
　株主・投資家の皆様には、私たちの新たな価値創造ストー
リーをご理解いただき、安心して投資判断をしていただく
ための指針として、お取引先の皆様には、強靭なサプライ
チェーンを共に築くパートナーとしての私たちの可能性を感

代表取締役社長

伊藤正人

事業再生を越えて、
社会インフラを支える
リサイクリングの
リーディングカンパニーへ

トップメッセージ
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定的かつ持続可能な収益基盤を築きます。こうした取り組み
を通じて、社会インフラの根幹を支え、環境保全と経済成長
を両立させる企業として、国内外から信頼されるリーダー企
業になることをめざしています。

　私たちがめざす姿の根幹にあるのは「循環型社会の実現に
貢献する」という大きな目標です。これは現代社会が抱える
課題解決に直結する、非常に意義深い挑戦です。対話集会な
どで社員と直接話していても、自分たちの技術や日々の仕事
が、持続可能な社会の実現という大きな目的に繋がっている
という点については、多くの社員が誇りを持ち、強く共感し
てくれていると確信しています。このビジョンが、私たちの
心を一つにする大きな力になると考えています。
　もちろん、その大きなビジョンと、日々の業務や自身の将
来がどう結びつくのか、まだ実感できていない社員がいるの
も事実です。私たちの役目は、このビジョンが、社員一人ひ
とりの働きがいや成長に繋がるのだという確かな道筋を示
し、共感をさらに深めていくことだと考えています。

挑戦する企業文化への変革と人的資本の強化
　　変革の鍵は「コミュニケーションの質の向上」と「公正
で透明な評価制度の構築」にあります。まず、経営方針や計
画の進捗を定期的かつ分かりやすく全社員に伝える仕組みを
強化します。具体的には、シフトごとの定期ミーティングや
社内SNSの活用なども検討します。また、四半期毎の現場訪問
による直接対話は引き続き徹底していきます。加えて、人事
制度改革プロジェクトを外部専門家と連携して推進し、努力と
成果が正当に評価される公平な仕組みを整備中です。さらに、
DX推進による業務効率化や適材適所の人員配置も進め、社員が
創造的な仕事に集中できる環境づくりにも注力しています。

じていただくために発行しました。そして何よりも、苦しい
時を支えてくれている従業員の皆さんには、自らの仕事が会
社の未来そのものであると実感し、誇りを持って前進するた
めの行動の指針として活用してほしいと願っています。この
報告書が、すべての関係者との対話の起点となり、信頼の輪
を広げることで、事業再生の確実な成功と、その先の持続的
成長を実現できると確信しています。

事業再生と新たな「めざす姿」への思い
　アールプロジェクトの策定に際し、新たなめざす姿とし
て、「社会インフラを支えるリサイクリングのリーディング
カンパニーへの進化」を掲げました。
　この進化の方向性は、私たちにDNAレベルで組み込まれ
ていた必然の道筋だと考えています。創業以来、私たちの事
業の核は常に、限りある資源からいかにして価値ある金属を
取り出すか、という非鉄製錬技術でした。これは見方を変え
れば「都市鉱山」から資源を再生するリサイクルそのもので
す。「資源を極限まで活かしきる」という精神こそが、私た
ちのDNAです。近年の経営判断の過ちにより、その価値を見
失っていましたが今このDNAに立ち返ることが今回の事業再
生の核心であり、めざす姿への再出発のスタートです。長年
培ってきた高度な製錬技術と、既存の製錬設備という他に代
えがたい強みを土台に、未来へ向けた具体的なロードマップ
を再構築しました。これは、当社事業の方向性と社会的役割
を明確化し、再構築する取り組みです。

　このロードマップは、過去の痛みを乗り越え、未来に向け
て新たな価値を創造するための覚悟と戦略の結晶です。ま
ず、亜鉛製錬事業の見直しや資源事業からの撤退など、大胆
な事業構造改革を断行しました。その上で、DX推進や副産物
回収技術の高度化、環境・リサイクル事業への積極的な挑戦

や新規事業領域であるリチウムイオンバッテリーのリサイク
ル（LiBリサイクル）などを組み合わせ、5年間で経常利益累
計が300億円に達する収益改善をめざす具体的な姿を描いてい
ます。さらに、専門知識を有する人材採用、コンサルティン
グファームやスポンサーとの連携によるガバナンス強化と経
営基盤の再構築を図り、社員一人ひとりの知恵と情熱を結集
することで、この理想像を着実に形にしていきます。

　私たちが掲げる新たなめざす姿には、単なる企業の存続や利
益追求を超えた、社会的責任と未来志向の強い思いが込められ
ています。限りある資源を最大限に活用し、循環型社会の形成
に貢献することで、持続可能な社会の実現に寄与したいという
使命感です。また、社員やその家族が誇りを持ち、安心して働
ける職場環境を創出し、地域社会と共に発展していくことも
重要な願いです。この目標は、私たちの存在意義そのものであ
り、困難な道のりでも決して揺るがない強い決意の表れです。

　リサイクリングカンパニーとして、基本的には各製錬所と
事業所で独自の事業活動を行いますが、夫々の特長を活かし
た連携も行います。広島県にある東邦契島製錬株式会社では
鉛・銀製錬を軸に据えつつ、使用済み鉛バッテリーのリサイ
クル率を高め、環境負荷を最小化する高度な資源循環システ
ムを確立します。この取り組みは、リサイクル率をKPIとして
定量的に管理し、環境貢献度を可視化することを通じて社会
的責任の遂行を強化するものです。福島県にある小名浜製錬
所では製鋼ダスト処理による酸化亜鉛製造に加え、LiBリサイ
クルを進めます。群馬県の安中製錬所では新たに溶融炉を導
入し、再資源化が可能な原料の処理を行う計画です。群馬県
藤岡事業所も電子部材・機能材料事業の拡大により、次世代
の環境技術を牽引する存在にしていきます。また、全工場で
DXを駆使した生産効率の向上や副産物の有効活用も進め、安

トップメッセージ
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員の皆さんには、深く感謝申し上げます。彼ら、彼女らは、こ
の会社の最も大切な財産であり、再生を成し遂げるための希望
そのものです。その社員の生活と未来を守り、安心して働き続
けられる環境を整えることが、私の最優先の責務です。
　日々の業務の中で、不安や不満を感じる瞬間はあるでしょ
う。しかし、幾多の対話を通じて私が肌で感じるのは、困難
な状況だからこそ「自分たちの手で会社を良くしていこう」
という、静かですが確かな熱意です。私は、社員一人ひとり
が持つ底力と、彼ら、彼女らが創る私たちの未来を、固く信
じています。
　その信頼に応えるためにも、私たち経営陣は決して逃げる
ことなく、誠実な対話を続け、必ずこの再生を成功に導きま
す。この挑戦の主役は、共に歩む社員一人ひとりです。

　この事業再生は、単なる生き残りのための守りの戦いではあ
りません。過去の失敗を糧とし、社会から真に必要とされる企
業へと生まれ変わるための、未来に向けた攻めの挑戦です。
　株主・投資家の皆様には、5年間で経常利益累計が300億円
に達する収益改善という目標達成と、その先の持続的な企業
価値向上をもって、ご期待に応えることをお約束します。そ
して、従業員の皆さん。この挑戦の主役は、皆さん一人ひと
りです。私は先頭に立ち、誰よりも汗をかき、皆さんとの対
話を重ね、全身全霊でこの改革を率いていきます。困難な道
のりですが、共に未来を創りましょう。全てのステークホル
ダーの皆様の信頼回復に向け、100%の力を尽くすことをここ
に誓います。

　変革は短期間で完了するものではなく、5年間の事業再生計
画期間を通じて段階的に進めていく中長期的な取り組みと考
えています。2025年度は基盤固めと意識改革に重点を置き、
2026年度4月の新たな人事制度実施に合わせ、成長フェーズに
移行しながら文化の根付きを図ります。こうした変革を牽引
するには、高い倫理観と柔軟な思考を持ち、自ら課題を発見
し解決に導く「変革推進型リーダー」が必要です。また、多
様な視点を尊重し、チームワークを促進できるコミュニケー
ション能力に優れた人材も求められます。彼ら、彼女らに現
場と経営の橋渡し役を担ってもらい、組織全体のエンゲージ
メントを高めていきます。

　人事制度改革に合わせ、人材獲得・育成のため、まずは明
確なキャリアパスの提示とスキルアップ支援プログラムを充
実させる必要があります。かつて社会人ドクターを養成する
仕組みも作りましたが、これらも見直し、社内研修やオンラ
インコースを活用し、環境問題や最新技術の理解を深める機
会を提供していきます。また、スポンサーの協力を得て、外
部からの専門知識を持つ人材採用も積極的に進めており、経
営企画/CRO、DX推進や人事制度改革などの分野で高い能力を
持つ即戦力を迎え入れています。さらに、インセンティブ制
度や表彰制度を設け、努力と成果を正当に評価し、モチベー
ションを高める文化醸成にも努めます。これらの施策を通じ
て、変革を担う多様で優秀な人材を確保し、持続可能な成長
を支えていきます。

　事業再生の成否は、究極的には「人」で決まります。その
ために、現在進行中の公正で透明な人事制度改革はもちろ
ん、安全な職場環境の整備、DXによる業務負荷の軽減など、
働きがいと働きやすさを向上させるあらゆる施策に全力で取
り組みます。社員一人ひとりの不安に寄り添い、エンゲージ

メントを高めることで、この難局を共に乗り越える強固な組
織を築き上げます。

事業再生を越えて、未来への挑戦
　事業再生の最重要ポイントは二つです。一つは、稼ぐ力を
最大化する「収益構造の抜本改革」、もう一つは、二度と過
ちを繰り返さないための「強固なガバナンス」です。資源事
業からの撤退や亜鉛製錬事業の再編といった痛みを伴う改革
を断行し、鉛・銀製錬や環境・リサイクル事業に経営資源を
集中させ、収益基盤を盤石にします。第三者割当増資を含む
財務基盤の正常化を急ぎ、スポンサー企業との連携で経営支
援体制を強化しています。同時に、多様な知見を持つ社外取
締役を中心に監督機能を強化し、投資委員会設置や経営指標
の見直しにより透明性の高い経営判断を行うPDCAサイクル
を徹底します。この両輪を確実に回すことで、計画をやり遂
げ、企業価値を向上させます。

　私自身は常に現場に足を運び、社員と直接対話することを
重視しています。経営判断の甘さを真摯に反省し、二度と同
じ過ちを繰り返さないという強い覚悟を持って、この事業再
生計画「アールプロジェクト」を全身全霊で推進していきま
す。経営陣の一員としてステアリングコミッティーに参加
し、意思決定の迅速化と透明性を確保するとともに、社員の
声を経営に反映させる橋渡し役を果たします。変革は一朝一
夕には成し遂げられませんが、誠実な対話と不断の努力で信
頼を回復し、皆が誇りを持てる会社へと導いていきます。

　今回の事業再生は、正直に申し上げて、極めて厳しい道のり
です。特に、希望退職の実施など、社員の皆さんには大変な苦
労と将来への大きな不安を与えてしまいました。その辛い決断
を経て、なお会社に残り、共に未来を創る道を選んでくれた社

トップメッセージ
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常務執行役員

二木健匡

事業再生計画を着実に遂行し、
強固な事業ポートフォリオの再構築に
取組むことにより、
持続的な企業価値向上と株主還元の
早期実現を図ります。

CFO メッセージ

１．事業再生計画について
　当社は2023年度において資源事業の鉱山関連の損失や海外事業の撤退に伴う多額の損失により

自己資本2.5％と財務基盤が大幅に棄損しました。再生を図るべく、2024年6月に刷新された新経
営体制のもと、不採算事業の状況とその原因となった経営上の問題を十分に理解したうえで、変
化に挑戦する企業文化・意識改革を推し進める新しい東邦亜鉛へ成長するために、不採算事業で
あった資源事業からの撤退と亜鉛事業の金属リサイクル事業への再編、継続する基盤・成長事業
の強化と第三者割当増資と業務提携を通じた支援を骨子とする事業再生計画を2024年12月18日に
取りまとめました。強固な事業ポートフォリオの再構築に継続的に取り組むことにより、財務基
盤の強化を図り、抜本的再生をめざします。
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２．2024年度決算　振り返り
　2024年度決算は、売上高1,263億円、EBITDA82億円、経常利

益37億円、当期純利益▲15億円となりました。売上高は資源事
業の保有する鉱山の譲渡により若干の減収となりました。経常
利益では金属相場上昇と円安により損益改善となったこと、資
源事業においては前期の損失が解消されたこと等から前期の損
失から利益に転じました。
　当期純利益は事業再生計画の一環として、高コストな事業構
造となっている亜鉛製錬事業の主要設備を停止することを決定
したことに伴う固定資産の減損損失や希望退職制度の実施に伴
う割増退職金等の事業再編損を特別損失に計上しましたが、
2023年度決算において資源事業が保有する鉱山関連で計上した
多額の特別損失がなくなったことから前年度を大きく上回りま
した。

CFO メッセージ

３．再生計画における資本再構築と
　今後の資本政策について
　2024年度決算において不採算事業関連の損失はほぼ解消さ
れ、決算に先立ち2025年3月13日に種類株発行による75億円の
調達が完了したことから財務基盤は2023年度決算比で大幅に改
善しました。財務基盤の更なる強化に向けて、資本コストを意
識した資本の基盤・成長事業への有効活用により、ROE、自己
資本比率等の経営指標を改善し、事業再生計画を着実に進め、
持続的な企業価値向上と株主還元の早期実現を図ります。
　また、今後の機動的な資本政策の運営を確保するため、2025
年7月11日に資本金を10億円とし、資本準備金全額をその他資
本剰余金へ振り替えました。

４．事業再生計画の数値計画について
　（2025年度見通し含む）
　事業再生計画は2025年度決算からの5年間とし最終年度には経
常利益74億円をめざします。初年度の2025年度中に不採算事業
の撤退・再編を完了する計画としており順調に進捗中です。当社
業績は金属市況や為替等により大きく影響を受けます。2025年
度の見通しにつきましては、鉛製錬の生産不調や2次原料の価格
高騰のため2025年11月13日に当初公表の経常利益41億円を18億
円へ下方修正しました。2026年度決算以降は、希少金属の増産
増販等の収益ベストミクスによる収益構造の最適化などの収益改
善施策を実現しつつ、安定的な生産と生産性向上のための投資を
進めて当初計画以上の事業再生計画の達成をめざします。

５．東証プライム市場の上場維持について
　2025年3月31日時点において、プライム市場における上場維
持基準のうち、流通株式時価総額について適合しない状態とな
りました。次回基準日の2026年3月31日の適合に向けて、事業
再生計画の遂行による当期純利益の最大化に取り組み、開示内
容や株主・投資家との対話機会を拡充しIR体制を強化すること
により、当社の事業成長性を訴求し、PERの向上や流通株式数
の増加をめざします。引き続きプライム市場の上場維持を最優
先に各種取組を進めつつ、同時に非上場化を回避するすべての
手段を検討し遅滞なく実施します。
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事業別概況
2024年度セグメントから 2025年度新セグメントへの移行

■製錬セグメント 
鉛は電流効率改善と円安による価格上昇で増収。銀は
相場上昇と円安で増収。これらを含む事業部門全体の
売上高は737億93百万円で前期比4％増。損益面では、
金属相場上昇、円安、金・ビスマス収支寄与があった
ものの、銀製品減産減販や銅など副産物収入減少で減
益となり、経常利益は 35億 71百万円で前期比 5％減
となりました。

■環境・リサイクルセグメント 
自動車タイヤ用酸化亜鉛事業は、タイヤメーカーの減産・
生産調整により販売量は前期並みでした。しかし、亜鉛
相場の上昇と円安の影響で販売価格が上昇しました。こ
の結果、売上高は 63億 53百万円（前期比 19％増）
となりました。損益面では安定操業、電力費低減、コ
スト上昇分の一部転嫁などが寄与し、経常利益は 16億
69百万円（前期比 170％増）と大幅な増益となりました。

■電子部材・機能材料セグメント 
電子部材は、米国の EV販売不振による車載電装向け販
売の落ち込みで減収。一方、電解鉄は、インドやサウジ
アラビアなどの新興国での新造航空機需要急増による特
殊鋼メーカーの増産で増販となり増収。事業部門全体で
は、売上高は 35億 58百万円で前期比 3％の減収。し
かし、損益面では電解鉄の増収などが寄与し、経常利
益は 3億 20百万円で前期比 7％の増益となりました。

2025年度新セグメント2024年度セグメント実績

■金属リサイクル 
2024年 12月に公表した事業再生計画において亜鉛製
錬事業を金属リサイクル事業へ再編することを決定。主
要設備の稼働停止を 2025年 3月末に実行し、2025年
度中に製品出荷停止、残務処理を完了予定。環境リサ
イクル溶融炉設備の導入による、製品加工業と二次亜鉛
原料販売による事業再編をめざします。

社会のニーズ

循環型社会を支える

循環型社会を支える
インフラニーズ
リサイクルニーズ
新機能・新素材

ニーズ

インフラニーズ
リサイクルニーズ
新機能・新素材

ニーズ

インフラニーズ
リサイクルニーズ
新機能・新素材

ニーズ

インフラニーズ
リサイクルニーズ
新機能・新素材

ニーズ

モビリティ・ITを支える

電圧調整部品：電子部材

発電所

※発電不足時

※発電過剰時

ランディングギア・ジェットエンジン：電解鉄

電気を伝える・整える インフラを支える
IT機器 電気自動車

流
す

溜
め
る

自動車用バッテリー 保護被覆材：鉛電力系統用蓄電池：鉛

電気のバランスをとる インフラを支える
海底ケーブル

製錬 (鉛・銀 )

資源
※プレーティング、機器部品（撤退事業）を含む

環境・リサイクル 電子部材・機能材料※

その他

製錬(亜鉛)

738億円
（58.4%）

312億円
（24.7%）

64億円
（5.0%）

46億円
（3.6%）

65億円
（5.1%）

38億円
（3.1%）

売上高
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　当社は2023年度、厳しい事業環境の中で多大な損失を計
上いたしました。株主の皆様に多大なご心配をおかけしたこと
を、まず深くお詫び申し上げます。
　この現実を真摯に受け止め、当社は2024年12月に新たな
事業再生計画を策定しました。本計画は、長年当社の中核を
担ってきた一方で収益性の課題を抱えていた亜鉛製錬事業の
再編、そして競争力確保が難しくなっていた資源事業からの撤
退を柱としております。
　この再編を通じ、当社は経営資源を「基盤事業」と「成長事
業」へ重点的に再配分し、企業体質の強靭化を図ります。これ
により、短期的な立て直しとともに、持続可能な成長への基盤
を確立してまいります。

事業再生計画の策定と背景

事業再生計画（1）

取締役常務執行役員
CRO (Chief Regeneration Officer)

佐藤 義和

●亜鉛製錬事業： 市況変動が大きく価格転嫁が困難な事業環境に加え、近年の電力料金およびエネ
ルギー価格の高止まりにより高コストな事業構造となっている中、低収益が継続

● 資源事業： 市況変動の大きさ、高コスト鉱山体質、当社グループの財務体力を超えた投資判断によ
り度重なる減損を計上

事業再生に至る背景

これらは長年の経営ガバナンスの不在と現状維持を是とし変革を追及しない経営体質によるもので、
相当の赤字を計上し、企業体としての財務状況悪化を招きました。
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めざすビジョン―「リサイクリングのリーディングカンパニー」へ

不採算事業からの撤退・再編

　当社がこの再生計画の根幹に据えているのは、明確なビジョンです。
　「社会インフラを支えるリサイクリングのリーディングカンパニーへの進化」。
　循環型社会の実現に向け、資源のリサイクルは今後ますます重要性を増します。
　当社はその分野において先導的な役割を果たすことで、社会的存在価値を高め、株主の皆様に長期的な
利益と信頼を還元してまいります。
　このビジョンは単なるスローガンではなく、当社がこれからの数年間で果たすべき使命であり、経営判断の
拠り所となるものです。
　今後5年間を事業再生計画期間とし、永続的に成長する企業体へ進化するための期間であると位置づけま
した。前半においては、不採算事業の撤退、再編を完遂するとともに、基盤・成長事業の事業強化と収益拡大
に取り組み、経営基盤を強固なものとしていきます。加えて、永続的な成長のための新たな収益モデルの構
築と市場開拓の実現に取り組みます。

●亜鉛製錬事業： 2025年3月末までに主要設備を稼働停止し、希望退職者の募集、労使合意を完了。
2025年度中には既存の亜鉛製錬事業からの撤退を完了し、金属リサイクル事業へ再
編予定。

●資源事業： 2025年3月末までに豪州3鉱山の売却等を完了。2025年度以降は一部費用が発生する
も、業績に対する影響は僅少となる見込み。

事業再生計画（2）
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　収益性が高く基盤となる鉛・銀製錬、環境・リサイクル事業、成長性が期待される電子部材事業・機能材料
事業の強みと成長のための取り組みを以下に分析しています。

基盤・成長事業の現状と収益強化

　個々の事業の立て直しを推進するだけではなく、過去の収益性を招いた経営管理体制を刷新し、
経営の監督、執行の各レイヤーにおいて、更なる飛躍に向けた経営基盤を構築します。

強固な経営基盤の再構築

事業再生計画（3）
　今後は鉛・銀製錬事業を軸に据え、他社協業によってリサイクル率と収益性を向上させます。
また、リサイクル事業の拡大と電子部材・機能材料の更なる成長も図ります。個々の方針とめざ
す姿は以下のとおりです。
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　アドバンテッジパートナーズ＊（PEファンド）、辰巳商会が出資を通じて、また阪和興業が業務提携を
通じて当社の事業再生計画の完遂を支援します。

　APファンド及び辰巳商会による第三者割当増資によって財務基盤の改善が実現され、その支援を基
に成長投資に活用し基盤・成長事業を成長させていくことで、事業再生計画を完遂します。

　事業再生計画完了時(2029年度)に経常利益74億円を目指すとともに、2030年度以降継続して成長が可能な体制構築をめざし、「社
会インフラを支えるリサイクリングのリーディングカンパニーへの進化」を成し遂げます。
（数値計画詳細についてはCFOメッセージに記載）

事業再生のスポンサーシップ 第三者割当増資による財務基盤の改善と成長投資

事業再生計画における数値計画

事業再生計画（4）

＊アドバンテッジパートナーズがサービスを提供するファンド（以下、APファンド）が出資
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全社
キックオフ
（4月）

施策出し
ワーク
ショップ

決起会
（7月）

　事業再生計画の具体化にあたり、当社は全社横断的な取り組みとして以下の通り、6つのRを
キーワードに「アールプロジェクト」を推進しております。
本プロジェクトは、次の5つの原則を全社員で共有・実践することを基盤としています。

●理解：課題と目標を正しく認識すること
●意思統一：全員が同じ方向を向くこと
●協力：部門や立場を超えて支え合うこと
●実行：決めたことを確実にやり遂げること
●成果：数字と結果で応えること

　「アールプロジェクト」は、単に業務改善を進めるための仕組みではありません。企業文化その
ものを「挑戦」と「実行」に根差したものへ変革するプロセスです。
　現場に大きな負担をかけていることも事実ですが、その努力が確かな未来につながること
を、経営陣一同が強く確信しています。

　当社の事業再生計画にあたって、全社イベントを開催し、全社一丸となって、収益改善に取り組んでいます。

操業や業務の改善施策を社員から引き出すワークショップ

当社創業以来はじめての全社員が同時に参加するキックオフ

事業再生に向けた施策を全社一丸となって取り組むための決起会

アールプロジェクト ― 実行と変革のプロセス 事業再生にあたる社内の取り組み

事業再生計画（5）

　東邦亜鉛は今、まさに生まれ変わるための変革期にあります。
　これまでの延長線上ではなく、新たな姿を描き、果敢に挑戦を続けることで、持続可能な
社会の実現に貢献し、株主の皆様から長く信頼される企業へと進化してまいります。
立ち上がれ、東邦亜鉛。
　株主の皆様とともに、未来を切り拓いてまいります。

結びに
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マテリアリティ リスク 機会 取り組み KPI 主に関連する事業 2024年度（実績） 2030年度目標

事
業
戦
略
の
実
行

気候変動対応
（カーボンニュートラル） ● CNコスト増加 ● CN対応新事業 ●技術革新 ① GHG排出量、財務評価 ①製錬事業

①2023年度(確定値)
　2013年度比：25%減
　2024年度(暫定値)
　2013年度比  36%減

①2030年度
　2013年度比 38％削減

サーキュラーエコノミー
（循環型社会実現） ●産廃処理コスト ● リサイクル処理含

めた市場ニーズ

●技術革新
●他社との協創
●イノベーション

人権尊重 /
地域との関連性

●労働災害発生による
　操業影響
●サプライチェーン
　風評

●地域社会との
　WIN-WIN関係

●サプライチェーンの
　人権尊重
●安全・安心な労働環境
●地域との密着

①人権尊重の実態把握
②休業災害件数
③地域活動

①資源事業
②全事業
③全事業

①  RSC(Responsible Supply Chain)委員会によ
るサプライチェーンにおいて生じるリスクの
特定・評価、および対応方針の検討実施

②休業災害 5件（前年比 100％）
③ 国内外の拠点で工場見学受け入れや、地域清
掃活動・社会活動へ参加。

① サプライチェーン全体の人権尊重の実態を
把握
②重篤災害ゼロ達成
③ 地域社会の一員として地域の持続的発展に
貢献する企業

経
営
基
盤
の
強
化

人材育成 ●人材流動化の中での
　流出

● 人材流動化の中
での獲得

●人的資本への配分確保
● 従業員エンゲージメント
サーベイの実施

●人材構造の多様化

①女性管理職比率
②従業員のエンゲージメント向上
③中途採用者の管理職登用比率

①全事業
②全事業
③全事業

① 6.2%(東邦亜鉛単体 )
② 東邦亜鉛全グループでのエンゲージメント
サーベイ継続実施
③ 21.0%(東邦亜鉛単体 )

① 8.0％（2026年度末）
② 定期的にサーベイを実施し、従業員のエンゲー
ジメントの向上とリテンションにつなげる
③ 25%以上（2026年度末）

コーポレート・
ガバナンス

●総事業価値極大化を
　最終目的とした投資家
　エンゲージメント
●課題解決・対応

健全な財務基盤の確立
●市場リスクの適性化
●減損リスクの低減
●成長事業への投資

　当社は、以下のサステナビリティ基本方針の下、2022年に特定したマテリアリティ実現に向けた取り組み
に注力し、事業再生計画を果たし、「社会インフラを支えるリサイクリングのリーディングカンパニー」となる
ことをめざします。
　各マテリアリティの進捗については、取締役会にて議論、モニタリングしています。

■サステナビリティ基本方針
　1.地域環境保全に積極的に取り組み、社会・経済活動に貢献する。
　2.企業価値を高め、全てのステークホルダーに報いる。
　3.職場の安全・安心を確保し、社員の生活向上を図れる会社となる。

マテリアリティの全体像

マテリアリティの取り組み進捗

サステナビリティとマテリアリティの進捗

経営理念

社会インフラを支えるリサイクリングのリーディングカンパニーへ

東邦亜鉛のマテリアリティ

気候変動対応
（カーボンニュートラル）

サーキュラーエコノミー
（循環型社会実現）

人権尊重 /
地域との関連性

事業戦略の実行に必要な課題

人材育成 コーポレート・
ガバナンス

健全な財務基盤の確立

事業戦略を支える経営基盤

(「サーキュラーエコノミー」、「コーポレート・ガバナンス」、「健全な財務基盤の確立」のKPIは事業再生計画の影響を考慮し、検討中です)

検討中

検討中

検討中
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　気候変動は世界的に重要視されている社会課題であり、脱炭素社会の実現に向けた動きは
加速しています。
　当社は気候変動への対応を重要な経営課題と位置付け、温室効果ガス（GHG）の排出削減
のためのエネルギー使用合理化を進めてきました。
　これまでの取り組みを加速させ、脱炭素社会の実現を目指すため、「気候関連財務情報開示
タスクフォース（TCFD；Task Force on Climate-related Financial Disclosures）」の提言に基づ
き、気候関連リスク・機会が当社に与える影響について分析を進めてきました。
　当社は2022年5月にTCFD提言へ賛同を表明し、シナリオ分析結果を公表しています。

＊ 1 ZEV：無公害車。走行時に有害ガス排出を伴わない電気自動車や水素を燃料とした車両のこと。（Zero Emission Vehicle) ＊ 2：2024 年度の暫定値については、当該年度の電力排出係数の実績値が反映可能となる来年度の報告にて更新の予定です。

　カーボンニュートラル社会の実現に向けて、当社グループでは次の目標を掲げ取り組んでいます。
なお、対象範囲は、海外は鉱山事業撤退に伴い、過去を含め海外Scope1,2を削除し、国内は連結子会
社の内、影響度の観点から「エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法
律（省エネ法）」の定期報告対象となっている子会社としています。

　2030年度の削減目標達成に向け、製造工程の集約化を含む徹底した省エネ、低炭素負荷燃料への
転換、太陽光発電等の再エネ発電施設の導入、製錬プロセスの省CO2化等の検討を進めます。また、
2030年度以降の導入を視野として、CCS技術や非化石燃料・還元剤、水素還元等の次世代低炭素技
術については、2050年のカーボンニュートラル達成からバックキャスティングし、検討を進めます。
＊ 1：Scope は GHG プロトコルが定める事業者の GHG 排出量算定報告基準における概念であり、以下を指す。
・Scope1：自社自らの直接排出。
・Scope2：他社から供給された電気・熱などの使用に伴う間接排出。

項目 TCFD提言の
開示推奨項目 活動内容

ガバナンス 気候関連のリスクと機会に関する
組織のガバナンスを開示する。

当社では気候変動問題を含めた環境課題をマテリアリティの 1つと
認識し、会社の重要な経営課題と捉えています。気候変動対策の
最高責任者は、代表取締役社長です。
気候変動によるリスクや機会が事業に大きな影響を及ぼすと判断さ
れた場 は、取締役会へ報告することになります。取締役会では報
告を受けた場合、審議を通じて対策指示することで当社の気候変
動対策が適切に推進されるよう監督します。

戦略

気候関連のリスクと機会が組織の
事業、戦略、財務計画に及ぼす
実際の影響と潜在的な影響につ
いて、その情報が重要（マテリアル）
な場合は、開示する 

リスクとして、主にカーボンプライシング、エネルギー価格の変動等
を特定し、対策を検討しました。
機会として、主にリサイクル需要の増加、ZEV（＊1）化の進行、世界
的な非鉄金属需要の増加等を特定し、対策を検討しました。今後、
各要素の定量的な財務影響評価と事業戦略への取り込みを進めて
いきます。

リスク管理
組織がどのように気候関連リスク
を特定し、評価し、マネジメント
するのかを開示する。

気候変動対策委員会において半期に一度リスクモニタリング等を行
い、重要な気候変動対策に関する報告・提案事項は、サステナビ
リティ推進会議に付議され経営幹部による討議や情報共有を通じて
審議が行われます。最終的には代表取締役社長が最高責任者とし
て意思決定を行います。
気候変動リスク評価の結果は、気候変動対策委員会から全社的な
リスクを統括している危機管理委員会に報告され、全社リスクに気
候変動リスクを組み入れています。

指標と目標

その情報が重要（マテリアル）な
場合、気候関連のリスクと機会を
評価し、マネジメントするために使
用される指標と目標を開示する。

気候変動緩和のための長期的な指標として、Scope1・2におい
て、2013 年度対比でGHG排出量を 2030年度までに 38％削減、
2050 年度までにカーボンニュートラルを達成することを目標として
設定しています。Scope3については、取引先との情報共有を進め
算定範囲の拡大および精度向上に向けた検討を行っていきます。
インターナルカーボンプライシングについては、2022年度より導入
し、2023年 3月に取締役会決議により 10,000円に改定し運用中
です。その他の TCFD提言付属書 2021年 10月改定に対応した開
示については検討中です。

GHG削減目標
（Scope１および Scope２） 2030年度までにGHG排出量を 38％削減する（基準年：2013年度）

カーボンニュートラル目標 2050年までにカーボンニュートラルの達成を目指す

GHG削減目標（Scope１および Scope２（＊1））

【活動内容に関するサマリー】

【GHG排出量（Scope１およびScope２）の推移と削減目標】

気候変動対応（TCFDに基づく報告） 指標と目標

2013

529
498 473

461 456 440 430 414 430
389

324

205

302

197

279

195

268

192

263

193

258

182

235

195

218

195

327

[千t-CO2]

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2030 2050
（年） 暫定値（*2）

232

198

193

195

397

190

207

336

152

185

2013年度対比 
▲25％削減 2013年度対比

▲38％削減

2013年度基準

●省エネ
●再エネ電力
●低炭素負荷燃料
　へ転換
●低炭素負荷製造
　プロセス検討

●省エネ
●再エネ電力  
●非化石燃料および
　還元剤の実操業導入
●次世代低炭素技術
　（CCS等）の導入

カーボン
ニュートラル
達成

国内Scope2国内Scope1
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　サーキュラーエコノミーとは、従来の「資源を採掘して」「作っ
て」「捨てる」というリニア型経済システムの中で、活用されるこ
となく「廃棄」されていた製品や原材料などを新たな「資源」と
捉え、廃棄物を出すことなく資源を循環させる経済の仕組みの
ことを指します。
地球環境負荷の低減や少資源国である日本においては持続可
能性を実現するために重要な考え方となります。
　当社は、創業初期から亜鉛のリサイクルに着手し「サーキュ
ラー：循環」のDNA“マテリアルリサイクルマインド”を培ってきま
した。このDNA は、現在まで受け継がれており、国内で初めて
電炉製鋼ダストからの亜鉛リサイクル事業を手掛けるなど、亜
鉛・鉛を中心に環境・リサイクル事業を広く展開してきました。
　社会のリニアエコノミーからリサイクリングエコノミーへの転
換に大きな貢献をしてきた当社の資源循環技術を、来るサー
キュラーエコノミー社会にも発揮できるよう、社外とのネットワー
クを活用しながら技術開発を進めていきます。
　この度事業再生計画で定めた当社の「めざす姿」実現のため
の核となる本テーマに対して今後は、リサイクル原料のさらな
る効率的利用や、難処理廃棄物の適切なリサイクルに挑戦し、

サーキュラーエコノミーへの変革を通じて、社会課題解決と企
業価値の向上を両立させる共通価値の創造（Creating Shared 
Value）を実現していきます。

　鉛製錬では国内トップシェアの生産量を誇り、生産された鉛製品は、自動車・
産業用バッテリーを中心に、海底ケーブル・遮蔽材などに使用されています。当
社は従来より鉛鉱石に加え、廃鉛バッテリーのリサイクルを行っています。今後
もリサイクル原料比率を増やし、サーキュラーエコノミーへのさらなる貢献をめ
ざします。

　環境・リサイクル事業では亜鉛めっきされた鉄スクラップから発生する製鋼ダ
ストと呼ばれる100%リサイクル原料を用いて世界唯一の技術を駆使して酸化
亜鉛のリサイクル製品を生産しています。酸化亜鉛は主にタイヤを主体とするゴ
ム用に使用され、当社は電炉メーカー、酸化亜鉛ユーザーの架け橋として都市
鉱山からのマテリアルリサイクルを推進しています。
　新たにＬｉＢ（リチウムイオン電池）リサイクルの事業化をめざし、基礎研究、中
規模試験を進めております。

　亜鉛製錬事業再編の一環として、環境ダストリサイクル熔融炉設備導入を計
画しており、リサイクル原料販売を中心とした事業展開をめざします。

鉛リサイクル事業の取り組み

環境・リサイクル事業の取り組み

金属リサイクル事業の取り組み

循環型社会の実現に向けて

リサイクル事業の一例

サーキュラーエコノミーへの貢献

電炉ダスト
（亜鉛含有廃棄物）

東邦亜鉛
株式会社

酸化亜鉛

LiB 原料 

鉛地金
自動車

バッテリー

車載 LiB

民生 LiB

使用済みバッテリー
（廃鉛蓄電池）

使用済み車載 LiB

新規事業検討

使用済み民生 LiB

タイヤ

サーキュラーエコノミー

原 料

生 産

消 費

リサイクル

鉛事業における
リサイクル原料の使用割合
（2024年度実績）

49％51％

リサイクル原料
鉛 鉱石

鉛合金

鉛
リサイクルフロー

使用済み
鉛バッテリー

鉛バッテリー

廃硫酸処理

鉛スクラップ

廃プラスチック→販売

サーキュラーエコノミー実現に貢献する
３つの事業

　　　　　　●鉛リサイクル
　　　　　　●環境リサイクル
　　　　　　●金属リサイクル
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　当社グループは、「すべての人々の人権を尊重し、社会との十分な連携と協調を図り、良き企
業市民として積極的に社会に参画し、その発展に貢献する」ことを行動指針としており、この指
針に基づきあらゆる人々に対する人権尊重の責任を果たします。

　当社グループでは責任ある鉱物、または
その他資材の調達を重要な経営課題の一
つと捉え、調達する原料およびその他資材
のサプライチェーンにおいて生じるリスク
の特定・評価、および対応方針について検
討するため、2021年11月よりRSC委員会を
設置しています。

　当社グループでは、2024年12月18日に発表しました事業再生計画により、亜鉛製錬工程の主要設
備を停止して鉱石からの亜鉛地金生産を取りやめ、各種メタルの製品加工業及び中間原料処理を中
心とした金属リサイクル業への事業転換を図っていく事となりました。
　これに伴い、人員数の調整を目的として、当事業に携わっていた従業員を対象に、他事業への配置
転換を行うと共に希望退職の募集を実施いたしました。募集にあたっては、実施要綱を策定し労働組
合の合意を得た上で、制度説明会や個別面談など十分な説明をつくした後、希望者に対しては、再就
職支援によるサポート等、会社として可能な限りの支援を行っております。製錬設備を停止した事業所
においては、今後事業転換を進めながら、これまで同様近隣の地域社会との共存共栄が図れるよう、引
き続き信頼関係を維持、構築してまいります。

　当社グループが売却した鉱山における従業員の雇用状況は下記の通りです。

鉱山名 当社撤退
完了時期 鉱山の従業員の雇用について

Endeavor
鉱山

2024年
7月末

2020年 1月、当社は既存鉱体の終掘に伴い、豪州 Endeavor鉱山（従業員規模 約 250名）
を休山状態に移行いたしました。休山期間に於いて、CBH社は、主に維持管理を担う
5名程の従業員を雇用していました。この間、当社は Endeavor鉱山の第三者への売却
を検討し、2024年 7月末を以って豪州資源会社への売却が実現いたしました。その後、
新オーナーは同鉱山の操業再開を目指し従業員の雇用を進め、操業が再開された 2025
年 6月時点で Endeavor鉱山の従業員は 185名規模（コントラクター含む）まで増加し
ています。

Rasp
鉱山

2024年
10月末

2023年 11月、当社は豪州 Rasp鉱山に於ける主力鉱体の終掘に伴い、同鉱山を 2024
年末迄に閉山する事を決議いたしました。その後、閉山プロセスと並行して、第三者へ
の売却を鋭意検討した結果、2024年 10月末を以って豪州資源会社への Rasp鉱山売却
を実行いたしました。売却成立時点で、同鉱山の従業員は 116名（コントラクター含む）
でしたが、新オーナーは当社撤退に際しても切れ目なく操業を継続し、又、今後も探査
活動に注力し長期的な操業をめざしている事から、同鉱山従業員の雇用は新オーナーに
より維持されています。

Abra
鉱山

2025年
6月上旬

2024年 4月当時、当社の持分法適用会社（当社権益 40％）であった豪州 Abra鉱山運
営会社に於いて、豪州会社法に基づく任意管理手続が開始され、同鉱山の事業運営及び
財産管理は任意管理人によって行われる事となりました。以後、任意管理人により鉱山
操業が継続され、又、2025年 6月に当社の完全撤退が完了した後も、同鉱山の操業は
新オーナーにより切れ目なく継続されており、同鉱山の従業員の雇用は維持されていま
す（2025年 4月末時点：従業員 113名、コントラクター 268名）。

　当社グループは、経営理念およびグループ行動指針に基づき、OECDの紛争地域および高リスク地
域からの鉱物の責任あるサプライチェーンのためのデューデリジェンス・ガイダンスに記載のリスク（①
非政府武装集団に対する直接的または間接的支援、②鉱物の採掘、輸送、取引に関連した人権侵害、
③公的または民間の保安隊による不法行為、④贈収賄および鉱物原産地の詐称、⑤資金洗浄、⑥政
府への税金、手数料、採掘権料の未払い）をリスクと捉え、こうしたリスクのある鉱物の調達を行なわ
ず、斯かる鉱物を原材料として使用しない方針です。この方針を遵守するために、亜鉛・鉛の原料に
ついてはLME（ロンドン金属取引所）が定める指針（LME Policy on Responsible Sourcing of LME-
Listed Brands）に、銀の鉱物原料についてはLBMA(ロンドン貴金属市場協会)が定める指針(LBMA 
Responsible Silver Guidance)にそれぞれ従い、当社グループに対する鉱物の供給者に対して、違法行
為に関するリスクの特定と評価を行い、調達する鉱物が当社グループの「責任ある鉱物調達方針」に照
らして適切であることを確認します。さらに、責任ある鉱物調達の管理体制およびその実施状況に関し
て、定期的に独立した第三者機関による監査を受け、客観性を担保します。

責任ある鉱物調達方針
https://www.toho-zinc.co.jp/csr/principle/rmpp.html

RSC委員会（Responsible Supply Chain)

亜鉛製錬事業の希望退職、配置転換

売却鉱山の従業員の雇用維持

責任ある鉱物調達

人権尊重 事業再生活動における
人権尊重と地域との共生

取締役会

社　長

サステナビリティ推進会議

RSC 委員会
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新人事制度の基本方針と人材育成方針策定
　当社は、事業再生計画の実現・持続的な事業成長に向けた組織・人材面の基盤
を整備するため、人事制度を抜本的に見直し、2026年度より運用を開始します。

人材育成方針

人材育成

ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョン（DEI）への取り組み
2025年3月末の東邦亜鉛単体（東邦契島製錬を含まない）の指標と実績、および今後の取り組みは下記の通りです。

■管理職に占める女性従業員比率　6.1％ 社員全体での女性比率（現状13％）を考慮しつつ、2026年3月末までの目標値８％に近づけるよう採用・登用をすすめてまいります。　
■男女賃金差異 ①全従業員　71.1％　②正規雇用　80.2％　③パート・有期雇用 56.１％　（2023年3月末実績①65.5％　②79.5％　③56.2％）
■男性労働者の育児休業取得率　55.5％ 啓蒙・教育活動を行う。有給の育児休業日や養育両立支援休暇の設定による子育ての支援・後押しをしていきます。
■外国籍および海外勤務経験者　17％ 2026年3月末までに15％としていた目標を達成済みにつき、当レベルの維持、向上に努めます。
■中途採用者の管理職比率　21％ 2026年3月末までの目標比率25％以上に近づけるよう採用・登用をすすめてまいります。

今後の人材マネジメント
● 新卒定期採用・中途採用という枠にとら
われず、外部から人材を採用する

● 従業員のエンゲージメントの向上と人材
の定着に尽力する

● 将来の組織運営を担う管理職およびそ
の候補者を継続的に育成する

● 人的資本への継続的な投資を行う

新人事制度の
基本方針

会社の変革を支える上で期待され
る要素を明示し、その貢献に適正
に報われる仕組みを構築する

事業再生後のめざす姿
社会インフラを支える 
リサイクリングの

リーディングカンパニーへ

コンピテンシー
　 ●達成志向性　●徹底確認力
　 ●情報志向性　●企画立案力
　 ●対人理解力

新しい教育体系

求める人材像の策定・キャリアパスの再構築

「めざす姿」を実現できる
組織・人材の育成

あるべき人事制度
●    再生計画およびその後の事業成長に向
け、一人ひとりの果たすべきことが明確で
ある

●    年齢や学歴ではなく、仕事をベースとする
●    働く人たちが、何をすればどうなるのか、
キャリアパスが理解しやすい
●    シンプルで分かりやすい

① ミッション・ビジョン・バリューと
人事制度の連動を強化する
② 職種・等級別のコース制度を導
入し、職種・等級ごとに求める要
素を明確にする

③ 年齢や学歴ではなく、仕事と成果
を適切に評価する
④ 確実な運用を行い、定着を図る

●鉛製錬のリサイクル比率向上と
　資源循環システム確立 
●環境・リサイクル事業の強化 
●成長分野での顧客開拓

Off-JT OJT の組み合わせ

● 経営方針の浸透とマネジメント能力の強
化を行い市場環境に迅速に対応できる
組織集団をつくる。

● 自ら発信し、率先して変えていく。
● 今の自分の一つ上の役割の視座を持つ。

自己啓発・リスキリング等級別　スキル要件
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　より透明性が高く、信頼を得られる経営の実現に向け、臨時株主総会（2025年2月27日開催）において、新しく３名の
取締役が選任され、取締役会は９名体制となりました。この新体制により、株主目線での執行の監督機能を一層強化し
ております。また、取締役会及び経営会議については、開催頻度、構成メンバー、議題の内容や会議資料の見直し等を
行い、課題の進捗確認と将来のための議論に重点を置いた運営をめざしております。
　加えて、新たに「投資委員会」を設置し、重要課題や案件の事前検討を行っております。潜在リスクの発掘や代替オプ
ションの検討により、意思決定に必要な判断材料と選択肢を提供し、論理的かつ合理的な経営判断を実現しております。

　当社は、取締役会の職務の執
行に対する監査・監督機能の強
化を図るとともに、監督と業務
執行を分離し、意思決定の機動
性・迅速性の向上を目的として
監査等委員会設置会社を採用し
ています。当該体制は、監査等委
員である社外取締役が取締役
会における議決権を持つことに
より、取締役会の監督機能が強
化され、経営の透明性と機動性
の両立が実現できる体制である
と判断しています。

強固な経営基盤の再構築

コーポレート・ガバナンス体制

コーポレート・ガバナンス（1）

【コーポレート・ガバナンス体制図】

取締役会指名委員会
報酬委員会

監査等委員会

社長 内部監査室経営会議
・事前協議

環境管理委員会

会
計
監
査
人

気候変動対策委員会

安全衛生委員会

品質保証委員会

企業倫理委員会

人材委員会

RSC（*1）委員会

DX（*2）委員会

危機管理委員会

市場リスク管理委員会

情報セキュリティ管理委員会

サステナビリティ推進会議

本部・事業部・事業所・関係会社

執行役員
・業務執行

指揮・監査

指揮・監査

監査

監査

報告

報告

諮問

答申

監査・監督

連携

連携

株主総会

*1　Responsible Supply Chain

*2　Digital Transformation

監査等委員である取締役

（注）　　  は選任・解任関係を示します

取締役の専門性および経験（スキル・マトリックス）

属　性
氏　名
地　位

戦略
（事業再生・
企業変革）

財務・税務・
資金管理・IR

調達・
リサイクル

技術開発・
生産管理

営業・
マーケティング IT/DX 人的資本

法務
コンプライ
アンス

ガバナンス・
ESG

伊藤　正人
代表取締役 ● ● ● ● ●

佐藤　義和
取締役 ● ● ● ● ●
社外・独立
鷲巣　　寛

取締役
● ● ● ● ●

社外
印東　　徹

取締役
● ● ● ● ●

社外
田中　耕路

取締役
● ● ● ● ● ●

社外
宮本　洋之

取締役
● ● ● ● ● ●

社外・独立
青野　　豪
取締役 (監査等委員 )

● ● ● ●
社外・独立

中川　有紀子
取締役 (監査等委員 )

● ● ● ●

飯塚　　茂
取締役 (監査等委員 ) ● ● ● ●

戦略
（事業再生・企業変革）

当社は金融機関等のステークホルダーと合意のもと事業再生期間を設け、成長施策の実行と業務生産性の向上を
通じて、持続的な企業価値の向上をめざしています。そのため、取締役には事業再生・企業変革の大方針となる
戦略の立案・実行力が必要です。

財務・税務・
資金管理・IR

当社は過去の経営判断により財務基盤を大きく損ない、株主及び資本市場から厳しい評価を受けました。再生期
間においては財務規律ある経営、税務コンプライアンスの徹底、資本市場での信頼回復が重要であり、取締役に
はこれらに関する知見が必要です。

調達・リサイクル
製品製造を支えるバリューチェーン上、調達は重要な機能です。当社は事業再生期間におけるめざす姿を「社会
インフラを支えるリサイクリングのリーディングカンパニー」と定め、リサイクル比率の向上を進めてまいります。
よって、取締役には調達・リサイクルに関する知見が必要です。

技術開発・生産管理 当社は品質向上と用途多様化をめざして技術開発を進めるとともに、生産工程では稼働最適化と安全性確保に取
り組んでいます。取締役にはこれらを支える技術・生産管理の知見が必要です。

営業・
マーケティング

当社製品は法人向けであり、営業手法の実践とニーズの把握が不可欠です。市場環境や顧客ニーズの変化に対応
し、製品の魅力を適切に訴求する能力が求められるため、取締役には営業・マーケティングの見識が求められます。

IT/DX
過去においては IT投資が不十分でしたが、再生期間においては ITインフラ整備に加え業務効率化や操業高度化
を実現するための DX推進が重要な課題です。そのため、経営を担う取締役には IT及び DXに関する見識が求め
られます。

人的資本 人的資本はあらゆる企業にとって経営上の重要なテーマです。当社は、事業再生期間において事業推進に係る経
営・中間管理職層人材の育成をめざしております。そのため、取締役には人的資本に関する知見が必要です。

法務コンプライアンス
全企業にとって法務コンプライアンスの遵守は経営上の重要なテーマです。更に、当社は不採算事業の撤退など
非連続的施策を進めており、法務リスク管理の重要性が増しています。取締役には、企業経営における法務コン
プライアンスの知見が必要です。

ESG
過去の反省から、現在は指標モニタリングや会議体整備を通じたガバナンスの強化を図ると共に、各種ステーク
ホルダーに対する社会的責任の遂行を重視しています。そのため、取締役にはガバナンスおよび ESGに関する
深い見識が求められます。

社外：社外取締役／独立：東京証券取引所等の定めに基づく独立取締役

【取締役の専門性および経験（スキル・マトリックス）】

【各項目の選定理由】
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取締役会の実効性評価 コーポレート・ガバナンス強化の歩み
　取締役の自己評価を含む「取締役会の実効性に関するアンケー
ト」を実施し、その回答内容について取締役会にて分析、評価して
おります。これにより、取締役会の運営における課題を認識し、改善
に向けた対応に取り組んでいます。また、この一連のプロセスを通し
て、その実効性が確保されていることを確認しています。

2024年度には、取締役会の実効性向上を目的として、以下の改善
策を実施しております。

① 取締役会の開催頻度、議題の内容や会議資料の見直し等を行
い、より実効的な議論が行えるよう改善しました。
② より株主目線に立った取締役会の運営を実現するため、資本提
携先からの取締役の派遣を受け入れ、監督機能を強化しました。
③ 重要案件の事前検討を目的として「投資委員会」を新設し、取締
役会における多面的な議論を促進しています。

　 2025年度以降においては、会議資料の改善を継続するとともに、
取締役会におけるアジェンダを今一度見直し、議論の内容を精査
し、更なる実効性の向上に取り組んでまいります。

コーポレート・ガバナンス（2）

【取締役会の運営と実効性向上のための取り組みについて】　

● 事業再生計画、中期経営計画、前年度の実
効性評価結果に基づく戦略・施策・課題の共
有

● 上記の戦略等を踏まえた年度計画の策定・共有

● 計画達成に必要な取締役のスキルの設定とス
キル・マトリックスの作成

● 計画に基づく取締役会の運営とそのモニタ
リング

● スキル・マトリックスの属性を意識した取
締役会での活発な議論

●  IRミーティング、統合報告書等による情報
発信

● アンケート形式による自己評価

● 結果を評価・分析し取締役会で議論

※コーポレート・ガバナンス報告書の
　補充原則 4-11③に関する開示も参照

● 評価結果による課題の認識

● 認識された課題を解決するための施策の
構築

● 施策を反映した実行計画の策定

Plan
実行計画の策定

Do
取締役会の運営

Check 
実効性評価

Action
課題の認識と対策

※取締役（監査等委員である取締役および社外取締役を除く）に対する譲渡制限付き株式報酬制度

取締役会の構成

独立比率

女性比率

コーポレート・
ガバナンス体制

役員報酬制度

取締役会の運営

執行役員制度を導入

役員退職慰労金制度を廃止

監督と執行の分離

新たな株式報酬制度※ を導入

2
4

1

8

3
6

女性 男性

1

5

33
社外取締役
社内取締役

女性 男性

監査等委員会設置会社に移行

サステナビリティ推進会議を設置

取締役会の実効性評価を実施

取締役の任期を 1年に改定

定款に定める取締役（（監査等委員である取締役を除く）の員数を 8名以内に改定

2022 年2021 年2020 年2019 年2018 年～2017 年 2025 年～2024 年2023 年

報酬委員会を設置

指名委員会を設置



と取締役以外の執行役員が参加する役員会が
ありました。当時は、その役員会で取締役も執
行役員も一体となった実質的な決議が行われ、
その場では社内の忖度や他部門への遠慮から
か本音の議論が不足し、本来取締役会の持つ
執行に対するけん制機能が十分発揮されてい
なかったと感じました。この点が資源事業の問
題にもつながったガバナンス上の課題の一つと
監査等委員とも認識を共有しており、社外取締
役就任の２か月後には取締役会と執行役員によ
る経営会議が分けられて取締役会本来の監督
機能を発揮できる体制が整いました。今後は、
取締役会を含めた全組織で会社再生に向けた
忌憚のない議論を続けいく事が重要です。

事業再生とその先へ
　今後５年間は事業再生計画を着実に実行し、
まずは会社を健康体に戻すことが第一ですが、
その後どう企業価値を高めていくかを考えてい
く必要もあります。企業価値を高めていくため
には、とくにボトムラインに注目し、今後集中す
べき事業は何かを吟味することが肝要です。そ
のためには存続事業の投下資本に対する収益
や成長性をどうやってあげていくかという観点
で議論を深める必要があります。これだけ変化
の激しい時代ですので、計画の前提が変わって
いくことは所与として、変化に常に対応できるよ
うな経営が求められています。

　また、事業再生においては残念ながら希望退
職によって貴重な人材が会社を去ることとなり
ました。そのような状況において、今後集中すべ
き事業に必要な人材をどのように確保するかも

課題はステークホルダーへの
コミットメント
　わたしは社外取締役に就任する以前は半年
間顧問として在籍し、社長以下役員や各事業部
責任者と対話し、製錬所等の現場も視察しまし
た。その間の印象は、当社は伝統もあり、高い技
術力もあり、社員も真摯に仕事に取り組んでい
ますが、業績の下方修正が続き、数値目標、とく
に利益目標に対するコミットメントに課題あり、
というものでした。例えば、ある事業部との議論
における説明においても売上についての言及
はありましたが、利益についての説明は当初な
く、商社で長年営業を担当していた経験から感
じたのは、一旦掲げた利益目標に対する意識を
もっと強く持つべきというものでした。

重要です。アールプロジェクトにおいても新人
事制度が策定され、人材育成についても議論
がすすんでいますが、例えば、内部監査や人事、
財務などのスタッフ部門を含めた企業活動全体
を支える体制づくりは急務です。

　ステークホルダーへのコミットメントという点
では、適切な情報開示と透明性の確保も課題
です。ホームページに古い情報が残っていたこ
ともあり、財務状況やリスク情報については、き
め細かく適切なタイミングで開示していくことが
重要ですし、事業再生の進捗についても適時適
切な開示が求められています。

　これらの観点で、ステークホルダーの信頼を
回復すべく、まずは事業再生、さらにその先の企
業価値向上に向けて、独立社外取締役としての
使命を果たし、取締役会一丸となってその執行
を監督していきます。

　今回の事業再生計画に至るまでは、取締役
会だけでなく取締役懇話会という場も設定さ
れ、かなりの回数侃々諤々の議論が続けられま
した。最終的には株価の希薄化という一般株主
の痛みを伴うものとなりましたが、取締役会が
真剣に議論を重ねた結果のギリギリの判断で
す。この事業再生こそ不退転のコミットメントと
して着実に遂行し、株主、社員をはじめとしたス
テークホルダーの信頼を得て、永続的に企業価
値を高めていくための起点とするものと考えて
います。

ガバナンスの実効性強化
　ガバナンスの課題としては、監督と執行の分
離がありました。当社は取締役会のほか取締役
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社外取締役

鷲巣 寛
2024 年 6 月社外取締役就任。大手総合商社及び自動車販売会社の要職を歴任し、
国内外でのマネジメント 経験を含めた豊富な業務経験と実績を有す。

ステークホルダーの信頼回復のため、
取締役会一丸となって事業再生をすすめ、
企業価値を高めていきます

社外取締役メッセージ



亜鉛においては、率直に再生支援が可能であると
思い、今回アドバンテッジパートナーズがサービ
スを提供するファンド（以下APファンド）がス
ポンサーとして手を挙げさせていただきました。
上記で申し上げた事業構造の転換による事業再生
計画に賛同していることは前提ですが、東邦亜鉛
に対して、一番高く評価している点は、「歴史あ
る中で培われた技術」であり、そこで働く「ヒ
ト」「設備」「長年のお取引先」といったビジネ
スのベースとなる強固な基盤になります。しかし
ながら、亜鉛製錬事業の再編や豪州鉱山の撤退と
いう中で、希望退職を募ったこともあり、残った
社員の方々のモチベーション維持と向上について
は、特に目を配らせていかなければならないと考
えております。従業員の職場環境や安全衛生設
備、整備機器のアップデートなど「ヒト」や「モ
ノ」への投資が若干不足していたことも今回の
事業再生に至った要因の１つであると認識して
おり、APファンドが投下した資金を用いて「ヒ
ト」や「モノ」への投資を行っていくことと、事
業再生ノウハウの提供と組織への浸透という面
は、スポンサーとして東邦亜鉛の事業再生を支援
する上での最重要なタスクとして捉えています。
また、新たな収益源を創出していくための投資に
ついても、厳密に回収可能性や回収期間を鑑みて
投資判断を行っていくことが重要であり、その意
思決定の支援をしていきたいと思います。

株主やステークホルダーの皆様に対する責務
　今回、APファンドは第三者割当増資により
種類株式を引受させていただきました。希薄
化懸念により引受けた瞬間の株価は一定程度
下落いたしましたが、足許の株価は回復基調

事業再生の背景と今後の展望
　まず今回の事業再生に至ってしまった主な要
因として、東邦亜鉛の祖業である亜鉛製錬事業
がコモディティ化していき国内の電力代が高騰
している状況下、当該事業で利益を創出するこ
とが非常に困難な状況に陥ったことに加え、豪
州鉱山において大きな特別損失を計上したこと
により、過小資本・過剰債務の状態となってし
まったことが挙げられます。事業再生に向け
て、鉱山事業からは撤退し亜鉛製錬事業は大規
模な再編を行うことで収益性の抜本的な改善を
行いますが、今後は、鉛や銀などの製錬事業を
主力とした金属リサイクル主体へと事業構造へ
の転換をめざしていく方針です。
　鉱石から価値のある金属を取り出す製錬とい
う事業は、長い歴史を有する大型の装置産業で
あり、今後もしっかりそのプロセスをまわして

にあるため、株主様からの期待は大きいことを
感じています。これは、債務超過目前だったと
ころから資本が増強され、事業再生に向けた
パートナーシップが確立されたという点をポジ
ティブに受け止めていただいたのではないか感
じています。
　株主様に対しては、経営の成果として事業再
生計画を着実にやり切ることが責務であると
考えております。まずは業績を回復させ、事業
再生にご同意いただいた金融機関の皆様への
債務を着実に返済した結果として、金融取引の
正常化を行い、配当も復配するところまでもっ
ていくことが１つのマイルストーンであると捉
えています。

果たすべき使命
　私の立場は、東邦亜鉛の取締役会の一員で
あり、社外取締役でもあり、スポンサーであ
るアドバンテッジパートナーズという様々な
立場がございますが、特にステークホルダー
の皆様や銀行団の皆様に対しては、事業再生
の進捗における正確な情報を適切なタイミン
グで確り伝えていくことが重要な使命である
と考えています。
　特に、自身の事業再生における改善や改革
といった専門分野の知見や経験を存分に活用
し、東邦亜鉛の事業再生プロセスに積極的に
関与することが私に求められていることであ
ると位置づけています。今回社外取締役とし
て就任いたしましたが、新スポンサーとして
の視点を交えながら、自らに課された役割を
全力で全うする所存です。

いくことは重要な役割として残っていき、収益
についても一定のマージンは取れると考えてい
ます。特に、鉛というのはバッテリーに活用さ
れており、非鉄金属の中でもリサイクル率の高
い素材と認識しておりますし、銀は太陽光や再
エネなど様々な用途に活用されている重要な金
属であり、製錬事業はこれらを供給している社
会的に意義のある事業です。
　事業構造の転換を起点として、東邦亜鉛の提
供価値を拡大することで、循環型社会の実現に
向けて貢献していきたいと考えております。

スポンサー視点での課題と今後の対応策
　私は株式会社アドバンテッジパートナーズ
（プライベート・エクイティ・ファンドへの
サービスプロバイダー）のメンバーとして様々
な企業の事業再生を見届けてきましたが、東邦

社外取締役

印東 徹
2025 年 3 月社外取締役就任。監査法人、コンサルティング会社及び投資ファンド運営
会社での業務経験から、企業経営に関する豊富な経験と見識を有す。

事業再生に向けた着実な事業マネジメントと
ステークホルダーの皆様への信頼回復に向けて
全力で責務を全ういたします

社外取締役メッセージ
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行側の粘り強い努力に対して深く感謝したいと
思います。
　事業再生計画の柱となる第三者割当増資の完
了後、2025年3月からは、再生のためのスポン
サー支援をいただいたAPファンドの指名する
新たな３人の取締役に加わっていただき、これ
までの６人と合わせて９人による幅の広い議論
が取締役会で展開できるようになりました。ま
た、この増員により、業務執行をこれまで以上
にしっかりと監視・監督できる体制となってお
りますので、株主の皆さまには、ご安心いただ
きたいと思います。
　

現場との対話とカルチャー変革
　取締役会や経営会議に出席するだけでは会
社の実態を把握することはできませんので、拠
点往査の機会をとらえて社員と対話しており、
すべての事業所を回って、事業所の課題を本音
ベースでヒアリングすることを心がけていま
す。また、その際に少しでも現場に近い意見を
認知することができるよう、所長や部長だけで
なく、若手社員を含めた6、７人から話を伺
うようにしています。
　昨年度は事業再生計画についても各事業所の
皆さんと大いに議論しました。事業再生計画に
ついての現場の疑問に答えつつ、問題点を吸い
上げることもさることながら、経営執行側の意
図が現場にも浸透しているか、という観点で対
話することを心がけました。現在はアールプロ
ジェクトにおける分科会などもあり、めざすべ
き新しい当社の姿がかなり浸透してきたと実感
しています。
　アールプロジェクトの一連の活動を見ると現

取締役会の現状
　わたしは昨年6月に当社の社外取締役（監査
等委員）に就任して以降、昨年度だけで定例
と臨時を合わせて21回の取締役会に出席しま
した。当社には取締役会のほかに重要会議とし
て、執行役員を主要なメンバーとする経営会議
や、他の取締役と自由な議論を行う取締役懇話
会もありますから、事業再生計画策定に関わる
本当に多くの議論に主体的に加わったことにな
ります。
　とくに取締役懇話会では、議事録を取らず本
音で語り合うことを重視したことによって実効
性の高い議論が出来ました。社長をはじめ出席
者全員が当社の再生に情熱を持って取り組んで
いるということが良く分かりましたし、その一
方で、監査等委員は、株主の皆さまの委託を受
けて業務執行を監視・監督する立場として、適
正な判断を冷静に行わなければならないという
ことにも、あらためて気づかされました。　

場からよい意見やアイデアがでてきており、や
はり現場の意見を尊重し、現場の期待に応える
ことは非常に大切なことだと実感しました。こ
れを一過性のイベントに終わらせず、現場の声
に耳を傾ける経営をカルチャーとすることは、
新たに生まれ変わる東邦亜鉛としての必須要件
です。カルチャーとしての定着には時間がかか
りますが、時間をかけてでも経営カルチャーを
変えていかないと、真の事業再生とは言えない
と思います。

監査等委員としての使命
　わたしの立場としては、まずはやはり株主の
皆さまの目線で、経営執行側の事業再生計画の
実行を厳しい目でしっかりと監視・監督してい
く、ということが大きな使命と考えています。
今回、株主の皆さまに多大なご負担をおかけ
し、会社として再生に挑戦する機会をいただい
たことを踏まえ、その再生の約束をきっちり果
たし、株主の皆さまのご期待に応えたいと考え
ています。
　最後に、この会社に来て分かったことは、本
社であれ事業所であれ、現場を支えている一人
ひとりの社員が一番の財産ということでした。
今回、事業再生に伴う希望退職の実施により、
われわれは多くの仲間を失ったわけですが、二
度とこのようなことが起こらぬよう、取締役の
一人として、現場を第一に考え常に現場の声に
耳を傾ける経営を根付かせることにより、社員
一人ひとりが、安心して幸せに働くことできる
会社を目指したいと思います。

　誠に遺憾ながら、今回の事業再生計画は、当
社を再生させるためとはいえ、株主の皆さまに
多大なご負担をお願いしなければならないとい
う極めて厳しい決断を伴うものでしたので、お
願いするだけのことをわれわれがしっかりでき
ているのか、安定して高収益を計上できる会社
への再生をお約束できるのか、というところが
議論の最大のポイントでした。
　また、当時、取締役会の構成人数は６人で、
そのうち３人は監査等委員でした。取締役会の
決議には過半数の賛成が必要ですので、監査等
委員３人が反対すると事業再生計画は通りませ
ん。その責任は極めて重大であり、株主の皆さ
まの負託に応え、少しでも当社に有利な条件を
引き出すため、われわれは、最後の最後まで執
行側に関係者との厳しい条件交渉をお願いしま
した。それらを一つひとつ解決してもらったこ
とで、最終的に、われわれが責任を持って賛成
できるものに仕上がりました。この間の経営執

社外取締役

青野 豪
2024 年 6 月社外取締役就任（常勤監査等委員）。金融機関の要職歴任による豊富
な業務経験・実績と、事業会社監査役として企業経営の監視・監督経験を有す。

株主目線で事業再生の執行を監視・監督し、
監査等委員としての責務を果たします

社外取締役（監査等委員）メッセージ
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財務・非財務ハイライト
■売上高（連結） ■純利益（＊1）/ROE（連結）■営業利益 /経常利益（連結）

＊ 1： 純利益＝親会社株主に帰属する当期純利益

■亜鉛 /鉛製品生産量（連結） ■ CO₂排出量（＊2）■銀製品生産量（連結）

＊ 2：対象範囲は国内・海外を含めた連結（暫定値）とし、
国内は連結の内、影響度の観点から「エネルギーの使用の
合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律（省
エネ法）」の定期報告対象となっている子会社を対象とする。

■有利子負債 /DEレシオ（連結）■総資産 /ROA（連結） ■設備投資額（連結）

■淡水・海水使用量（単体）■公害防止管理者数（＊3）（単体） ■労働災害度数率（＊4）（国内連結）

＊ 3： 水質、大気、ダイオキシン、騒音、振動の資格取得者
数合計。2023年度の減少は資格者の退職に伴う。

＊ 4： 休業災害者数 /延労働時間× 100万
100万労働時間当たりの休業災害者は何人かという災害の発
生頻度の指標

■有給休暇取得率（単体） ■平均勤続年数（単体） ■新規採用における中途採用比率（単体）■従業員数 /女性比率（単体） ■管理職 /女性比率（単体） ■育児休業取得率（単体）

＊ 5：2020年度から 2021年度にかけての大幅な東邦亜鉛㈱の単
独従業員数の減少は、東邦契島製錬㈱の分社化による影響です。
＊ 6：2023年度から 2024年度にかけての大幅な東邦亜鉛株の単
独従業員数の減少は、不採算事業の撤退・再編による影響です。
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連結業績推移
■経営成績

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

売上高 [百万円 ] 114,144 113,952 133,625 117,551 97,445 103,469 124,279 145,764 130,803 126,267 

営業利益 [百万円 ] 1,397 12,766 13,102 531 (14,217) 5,894 10,509 4,049 (690) 5,625 

セグメント別
営業利益構成

　製錬事業 [百万円 ] 1,813 8,339 3,328 (4,149) (10,067) 5,791 6,470 2,822 2,195 3,234 

　資源事業 [百万円 ] (2,413) 1,985 7,350 2,489 (5,444) (1,436) 1,535 (1,344) (3,534) 989 

　電子部材事業 [百万円 ] 675 636 560 589 434 266 665 688 200 377 

　環境・
　リサイクル事業 [百万円 ] 751 1,410 2,011 1,325 762 917 1,418 1,462 596 1,694 

　その他 [百万円 ] 571 396 (147) 277 98 356 358 421 (147) (669)

経常利益 [百万円 ] 1,007 12,541 13,157 969 (14,437) 5,419 9,353 3,137 (10,727) 3,689 

親会社株主に
帰属する当期純利益 [百万円 ] (16,221) 8,814 10,373 (2,550) (18,364) 5,508 7,922 794 (46,452) (1,458)

ROE
(純利益 /自己資本 ) [%] （29.84%） 18.33% 18.14% （4.33%）（40.01%） 14.17% 18.12% 1.65% （174.55%）（22.80%）

自己資本比率 [%] 36.17% 40.08% 45.45% 42.62% 30.95% 36.49% 31.53% 35.33% 2.50% 10.15%

D/Eレシオ [倍 ] 1.2 1.0 0.8 1.0 1.6 1.2 1.4 1.3 28.0 7.3 

設備投資額 [百万円 ] 5,637 3,745 5,937 10,272 7,253 4,663 4,541 6,192 6,742 1,591 

減価償却額 [百万円 ] 7,924 5,347 5,877 6,014 5,002 4,594 4,315 4,385 3,574 2,545 

研究開発費 [百万円 ] 117 107 163 138 162 146 213 339 340 263 

（年度） ■相場環境

■ 1株当たり情報

■財務状態

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024
亜鉛価格 [千円 /t] 269 306 387 354 313 309 420 504 418 498 

鉛価格 [千円 /t] 273 275 323 299 276 261 316 347 374 376 

銀価格 [千円 /kg] 60 63 62 56 59 79 90 95 112 151 

為替 [円/米ドル] 121.1 108.4 110.9 111 108.7 106.1 112.4 135.5 144.6 152.6 

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024
1株当たり当期純利益金額
又は 1株当たり当期純損失金額 [円 ] (1,195) 649 764 (188) (1,353) 406 583 59 (3,421) (101)

1株当たり純資産額 [円 ] 3,254 3,828 4,594 4,087 2,674 3,054 3,385 3,721 199 522 

1株当たり配当金 (＊ 1) [円 ] 5 10 125 70 0 50 75 75 0 0

配当性向 (連結 ) [%] – 15.4% 16.4% – – 12.3% 12.9% 128.2% – –

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024
総資産 [百万円 ] 122,160 129,700 137,259 130,231 117,333 113,635 145,796 142,999 108,436 99,299

純資産 [百万円 ] 44,188 51,979 62,380 55,501 36,309 41,464 45,964 50,519 2,705 10,082 

有利子負債 [百万円 ] 53,246 53,824 52,620 52,831 56,436 49,901 66,400 66,372 75,795 73,511 

（年度）

（年度）

（年度）

＊1　2017年度 10月 1日をもって株式合併（10株→ 1株）を実施。

■キャッシュ・フロー

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024
営業活動による
キャッシュ・フロー [百万円 ] 13,858 7,639 12,036 8,153 6,723 4,313 （5,178） 11,009 3,749 2,896 

投資活動による
キャッシュ・フロー [百万円 ] (5,619) (4,125) (6,089) (10,137) (11,418) 45 (8,403) (8,128) (7,612) (370)

財務活動による
キャッシュ・フロー [百万円 ] (7,030) (2,941) (2,512) (1,559) 2,660 (6,613) 15,571 (1,373) 7,694 5,028 

フリーキャッシュ・
フロー [百万円 ] 1,173 567 3,434 (3,554) (2,041) (2,273) 1,995 1,607 3,873 7,570 

現金及び現金同等物
の期末残高 [百万円 ] 9,801 10,368 13,802 10,248 8,207 5,934 7,929 9,536 13,409 20,979 

（年度）

■その他指標

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024
ROA(純利益 /総資産 ) [%] （13.3%） 6.8% 7.6%（2.0%）（15.7%） 4.8% 5.4% 0.6%（42.8%）（1.5%）

PER（株価収益率） [倍 ] – 8.41 6.62 – – 5.89 6.01 34.77 – –

（年度）



社外取締役

宮本 洋之
社外取締役

青野 豪
社外取締役

中川 有紀子
取締役

飯塚 茂
2013年	４月	 三菱商事（株）入社
2015年	 7月	（株）経営共創基盤入社
2022年	 5月	（株）アドバンテッジパートナーズ入社
2022年	12月	エコロシティ（株）取締役
2023年	５月	 エコロシティ（株）取締役（現任）
2025年	３月	 当社社外取締役（現任）

1984年	４月	 株式会社第一勧業銀行入行
2013年	 4月	 株式会社みずほコーポレート銀行執行役員	
	 	 ALM部長兼資金証券部長
2013年	７月	 株式会社みずほ銀行執行役員　ALM部長
2015年	 4月	 株式会社みずほプライベートウェルスマネジメント取締役	
	 	 副社長
2020年	 4月	 株式会社みずほ銀行理事
2020年	 6月	 株式会社ヤナセ常勤監査役（現任）
2024年	 6月	 当社社外取締役（監査等委員）（現任）

1988年	４月	 三井信託銀行（株）（現三井住友信託銀行（株））入行
2014年	９月	（株）Mizkan Holdings人事部長
2016年	４月	 立教大学大学院ビジネスデザイン研究科教授
2018年	６月	（株）エディオン社外取締役
2019年	３月	 ルネサスエレクトロニクス（株）社外取締役
2019年	６月	 日清食品ホールディングス（株）社外取締役（現任）
2021年	２月	 イワキ(株)(現アステナホールディングス（株））社外取締役
2021年	６月	 当社社外取締役
2021年	９月	（株）マクロミル社外取締役（現任）
2023年	６月	（公社）会社役員育成機構理事（現任）
2024年	４月	 青山学院大学経営学部特任教授（現任）
2024年	６月	 当社社外取締役（監査等委員）（現任）

1985年	４月	 当社入社
2017年	６月	 �執行役員　技術･開発本部技術部長兼開発部長兼
	 	 知的財産部長
2018年	６月	 執行役員　契島製錬所長
2022年	６月	 常務執行役員　東邦契島製錬株式会社代表取締役社長
2023年	６月	 �常務執行役員　電子部材事業部長兼藤岡事業所長兼
	 	 機能材料事業部担当兼機器部品事業部担当
2024年	３月	 �常務執行役員　電子部材・機能材料事業本部副本部長兼

藤岡事業所長兼製品開発部担当兼機器部品事業部担当兼
システム統括部長

2024年	 6月	 当社取締役（監査等委員）（現任）
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代表取締役社長

伊藤 正人
取締役
常務執行役員
佐藤 義和

社外取締役

鷲巣 寛
社外取締役

印東 徹
社外取締役

田中 耕路
1984年	４月	 当社入社
2014年	 6月	 �執行役員　電子部品事業本部電子部品事業部長兼電子

部品営業部長
2015年	 3月	 �執行役員　電子部品事業本部電子部品事業部長兼藤岡事業所長兼

電子部品事業部技術部長兼生産管理部長兼東邦亜鉛テクニカル
センター長

2018年	 6月	 �常務執行役員　電子部品事業本部長兼電子部品事業部長兼
藤岡事業所長

2021年	 6月	 �常務執行役員　電子部材事業部長兼藤岡事業所長兼
機能材料事業部担当

2023年	６月	 代表取締役社長
2024年	２月	 �代表取締役社長　金属・リサイクル事業本部長
2024年	 6月	 �代表取締役社長　電子部材・機能材料事業本部管掌（現任）

1990年	４月	 当社　入社
2021年	６月	 �執行役員　金属・リサイクル事業部長兼リサイクル営業部長
2023年	６月	 �執行役員　金属・リサイクル事業部長兼金属営業部長兼

大阪営業部長兼事業企画部長
2024年	２月	 執行役員　構造改革担当
2024年	６月	 �取締役常務執行役員　構造改革担当兼経営企画部長
2025年	５月	 �取締役常務執行役員　CRO兼経営企画部長兼経営企

画室長
2025年	 8月	 取締役常務執行役員　CRO兼経営企画部管掌（現任）

1980年	４月	 伊藤忠商事株式会社入社
2009年	 4月	 �同社執行役員　中南米総支配人兼伊藤忠ブラジル会社

社長
2013年	４月	 �同社常務執行役員　金属カンパニーエグゼクティブバイス

プレジデント兼金属・鉱物資源部門長
2015年	 7月	 同社理事（現任）
2015年	 7月	 株式会社ヤナセ上席常務執行役員
2015年	12月	同社取締役常務執行役員
2017年	 6月	 同社取締役専務執行役員
2022年	６月	 同社特別理事
2024年	６月	 当社社外取締役（現任）

1996年	 ４月	 �監査法人トーマツ（現有限責任監査法人トーマツ）入所
2003年	 １月	 �プライスウォーターハウスクーパーズ・フィナンシャル・アドバイザリー・

サービス(株)(現PwCアドバイザリー合同会社)入所
2005年	 ３月	（株）アドバンテッジパートナーズ入社
2015年	 ３月	 ファスフォードテクノロジ（株）取締役
2015年	 6月	 �（株）LLホールディングス（現（株）ウェイブダッシュ）取締役
2015年	 ９月	 ファスフォードテクノロジ（株）取締役
2018年	 ６月	（株）ウェイブダッシュ監査役
2021年	 ３月	 ビアメカニクス（株）取締役（現任）
2021年	 ４月	 �サステナブル・バッテリー・ソリューションズ（株）（現エナジーウィズ（株））

代表取締役
2021年	 ６月	 �サステナブル・バッテリー・ホールディングス（株）代表取締役（現任）
2021年	12月	 エナジーウィズ（株）取締役
2022年	10月	 エナジーウィズ（株）取締役（現任）
2024年	 ２月	（株）AP78代表取締役（現任）
2024年	10月	 �（株）AP81ホールディングス代表取締役（現任）
2025年	 ２月	（�株）AP83ホールディングス代表取締役（現任）
2025年	 ３月	 当社社外取締役（現任）

2016年	４月	 マッキンゼー・アンド・カンパニー入社
2024年	８月	（株）アドバンテッジパートナーズ入社
2025年	３月	 当社社外取締役（現任）

役員一覧

取締役紹介
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会社情報 社名 東邦亜鉛株式会社
 代表取締役社長 伊藤 正人
 創業 1937年2月27日
 設立 1937年3月5日
 従業員 660名(連結) 328名(単独)　

株式情報 発行可能株式総数 91,000,000株　
 発行済株式総数 34,122,547株
 株主数 13,910名　
 上場証券取引所 東京証券取引所 プライム市場
 決算期 毎年4月1日から翌年3月31日まで
 定時株主総会 6月
 株主名簿管理人および三菱UFJ信託銀行株式会社
 特別口座管理機関
 会計監査人 EY新日本有限責任監査法人

拠点一覧

大株主（上位 10名）

会社・株式情報 （2025年9月30日現在）

合計
34,122,547

金融機関
1,462,200 株
4.29％

その他国内法人
3,091,145 株
9.06％

外国法人等
11,996,464 株
35.16％

個人その他
17,022,503 株
49.89％

金融商品取引業者
550,235 株
1.61％

決算に関する詳細情報
2025年度決算の詳細については「有価証券報告書」にてご確認ください。
https://www.toho-zinc.co.jp/ir/library/financial.html

本報告書に係る情報
■対象期間：2024年 4月 1日～ 2025年 9月 30日（一部、以前の実績や 2025年度以降の情報を含みます）
■対象範囲：東邦亜鉛株式会社および連結子会社（東邦亜鉛グループ）。グループ全体をカバーしていない事項については、対象会社を記載
■発行時期：2025年 11月
■参照ガイドライン：IFRS財団『国際統合報告フレームワーク』、経済産業省『価値協創ガイダンス』など

■お問い合わせ先
東邦亜鉛株式会社 経営企画部
住所（本店） 東京都港区虎ノ門三丁目 18番 19号 UD神谷町ビル 11階
電話番号 03-4334-7316
Webサイト https://www.toho-zinc.co.jp

（注）１.2025年３月に発行したＡ種優先株式及びＢ種劣後株式が含まれております。
２.Ａ種優先株式を有する株主は、当社の株主総会における議決権を有しておりません。 
３. 投資事業有限責任組合アドバンテッジパートナーズⅦ号は、2025年３月に当社が第三者割当増資の
ため発行したＡ種優先株式及びＢ種劣後株式を引き受けたことにより、主要株主となりました。

4.  持株比率は自己株式を控除して算出しています。

上位順 株主名 持株数 (株 ) 持株比率 (％)
1 投資事業有限責任組合アドバンテッジパートナーズ VII 号 7,814,368 22.91
2 JBO(AP) VII, L.P. 3,638,897 10.67
3 APCP VII, L.P. 3,591,664 10.53
4 CJIP (AP) VII, L.P. 2,409,846 7.06
5 株式会社辰巳商会 1,998,559 5.86
6 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,259,500 3.69
7 AP Reiwa F7-B, L.P. 668,813 1.96
8 AP Reiwa F7-A, L.P. 464,879 1.36
9 BOFAS INC OMNIBUS ACCOUNT 238,864 0.70

10 株式会社扇谷 200,400 0.59
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